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海外募集による自己株式の処分に関するお知らせ 

昭和電工株式会社（社長：森川 宏平）（以下「当社」といいます。）は、平成 30 年３月６日開催の

当社取締役会において、海外募集による自己株式の処分（以下「本海外募集」といいます。）に関し、

下記のとおり決議いたしましたので、お知らせいたします。 

記 

１．本海外募集の背景と目的 

  当社グループは、中期経営計画『Project 2020+』において、収益性と安定性を高いレベルで持続

的に維持する個性派事業をグローバル市場で展開する戦略に取り組んでいます。 

個性派事業の確立として、黒鉛電極事業では、生産能力・品質・コストの全ての面で世界のリー

ディング企業のポジションを実現すべく、2017年 10月に SGL GE Holding GmbH（以下、「SGL GE 社」

といいます。）の全株式を取得し、完全子会社化しました。今後は、本件買収に伴う借入金の返済に

よる財務体質の改善を進めると共に、最適なグローバル・サプライチェーンを構築してまいります。

さらには、事業統合によるシナジー効果発現のため、生産設備・技術の面で両社のベストプラクテ

ィス導入や技術融合による品質優位性とブランド力の確立等を図ることで、コスト競争力と品質を

高め、ビジネス環境の変化に左右されない安定した利益・キャッシュフローを創出できる黒鉛電極

事業の実現（安定的に営業利益率 10％以上）を目指してまいります。 

また、当社がグループの成長エンジンとして位置付ける成長加速事業や優位確立事業の領域では、

市場の成長が加速しており、個性派事業の拡大に向けさらなる取り組みが求められています。特に

自動車の電装化・軽量化・小型化や IoTやビッグデータ活用の本格化に伴い、これらの市場では著

しい成長が期待されますが、当社ではこれらの市場に関係する事業に焦点を当て、積極的な戦略投

資を実行してまいります。 

具体的には、成長加速事業と位置づける電子材料用高純度ガスでは高付加価値の新規ガスの開
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発・市場投入、設備投資、他社との提携などの施策を実施し、アルミ缶ではベトナムをはじめとす

る東南アジア市場において生産能力の増強を実施し、事業規模の急速な拡大を実現してまいります。

また、優位確立事業と位置づけるリチウムイオン電池材料では事業基盤の強化を実施し、パワー半

導体 SiCでは高品質グレード生産能力の再増強を実施し、将来の大きな市場成長に対し競争優位な

ビジネスモデルを確立してまいります。 

当社グループは、これらの事業戦略を推進すると共に、財務体質の改善にも取り組んでまいりま

す。今般、当社グループの資金調達の観点から検討を行った結果、自己株式の処分により、今後の

設備投資等に必要な資金を調達することといたしました。 

なお、募集方式に関しては、マーケティング期間が長期化することによる株価変動リスクを低減

すべく、マーケティング期間が短くなる海外募集を選択いたしました。本海外募集による資金調達

を行うことにより、個性派事業の確立・強化、並びに事業ポートフォリオの改善と海外売上比率の

拡大を図るべく、個々の事業戦略を推進するとともに、財務体質の更なる強化を図ってまいります。 

 

２．海外募集による自己株式の処分 

(1) 募 集 株 式 の 

種 類 及 び 数 

 当社普通株式 6,000,000株 

(2) 払 込 金 額 の 

決 定 方 法 

 日本証券業協会の定める有価証券の引受け等に関する規則第 25 条

に規定される方式と同様のブックビルディング方式により、平成 30

年３月６日（火）から平成 30年３月８日（木）までの間のいずれか

の日（以下「処分価格等決定日」といいます。）に決定します。 

(3) 募 集 方 法  欧州及びアジアを中心とする海外市場（但し、米国及びカナダを除

きます。）における募集とし、Mizuho International plc を単独ブ

ックランナー兼単独主幹事会社とする引受団（以下「引受人」とい

います。）に全株式を総額個別買取引受けさせます。 

なお、処分価格（募集価格）は、日本証券業協会の定める有価証券

の引受け等に関する規則第 25 条に規定される方式と同様のブック

ビルディング方式により、処分価格等決定日の株式会社東京証券取

引所における当社普通株式の終値（当日に終値のない場合は、その

日に先立つ直近日の終値）に 0.90～1.00 を乗じた価格（計算の結果

１円未満の端数が生じたときは、その端数を切り捨てます。）を仮条

件として、需要状況等を勘案したうえで、処分価格等決定日に決定

します。 

(4) 引 受 人 の 対 価  当社は、引受人に対して引受手数料は支払わず、これに代わるもの

として処分価格（募集価格）と引受人より当社に払込まれる金額で

ある払込金額との差額の総額を引受人の手取金とします。 

(5) 払 込 期 日  平成 30年３月 22日（木） 
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(6) 申 込 株 数 単 位  100株 

(7) 払込金額及び処分価格（募集価格）その他本海外募集による自己株式の処分に必要な一切の

事項の決定については、当社代表取締役社長に一任します。 

＜ご参考＞ 

１．今回の自己株式の処分による自己株式数の推移 

現在の自己株式 数 7,188,249株 （平成 30年２月 28日時点） 

処 分 株 式 数 6,000,000株  

処 分 後 の 
自 己 株 式 数 

1,188,249株  

（注）株式給付信託（BBT）が所有する当社普通株式290,900株を上記の自己株式数に含めて記載しております。 

２．調達資金の使途 

(1) 今回の調達資金の使途 

 本海外募集による手取概算額合計約253億円については、①SGL GE社買収に伴う借入金の返

済及び統合によるシナジー効果発現のための各種投資にかかる資金として2018年12月末まで

に約153億円を、②電子材料用高純度ガスにおける国内外での生産能力増強にかかる設備投資

資金として2019年12月末までに約50億円を、③アルミ缶におけるベトナム・タイ拠点の生産能

力増強にかかる設備投資資金として2018年12月末までに約20億円を、④リチウムイオン電池材

料の事業基盤強化及びパワー半導体用SiCエピウェハーの生産能力増強にかかる設備投資資金

として2019年12月末までに約30億円を、各々充当する予定です。 

 (2) 前回調達資金の使途の変更 

 該当事項はありません。 

 (3) 業績に与える影響 

 本海外募集による平成 30年 12月期通期業績予想の変更はありません。 

３．株主への利益配分等 

(1) 利益配分に関する基本方針 

 当社は、配当の実施を株主各位に対する重要な責務と考えており、配当につきましては、各

事業年度の収益状況及び今後の事業展開に備えるための内部留保を勘案し決定することを基

本としています。 

当社は、中間配当と期末配当の年２回の剰余金の配当を行うことを基本方針としており、こ

れらの剰余金の配当の決定機関は、期末配当については株主総会、中間配当については取締役

会です。 

当社は、「取締役会の決議により、毎年６月30日を基準日として中間配当をすることができ

る。」旨を定款に定めています。 
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(2) 配当決定にあたっての考え方 

上記「(1)利益配分に関する基本方針」に記載のとおりです。 

(3) 内部留保資金の使途 

内部留保資金につきましては、利益の持続的拡大につながる設備投資や研究開発投資及び財

務体質の改善に充当してまいります。 

(4) 過去３決算期間の配当状況等 

 平成 27年 12月期 平成28年12月期 平成29年12月期 

１ 株 当 た り 連 結 当 期 純 利 益 6.45円 86.27円 234.84 円 

１ 株 当 た り 年 間 配 当 金 

（うち１株当たり中間配当金） 

3.00円 

（―） 

― 

（―） 

50.00円 

（―） 

実 績 連 結 配 当 性 向 468.8％ ― 34.1％ 

自 己 資 本 連 結 当 期 純 利 益 率 0.3％ 4.1％ 10.4％ 

連 結 純 資 産 配 当 率 1.4％ ― 3.5％ 

（注）１．当社は、平成28年７月１日付で当社普通株式10株につき１株の割合をもって株式併合を実施してお
ります。１株当たり連結当期純利益については、平成27年12月期の期首に当該株式併合が行われた
と仮定して算定しております。平成27年12月期の１株当たり年間配当金については、当該株式併合
前の実績の金額を記載しております。 

２．平成28年12月期及び平成29年12月期の連結当期純利益の算定上の基礎となる当社普通株式の期中平
均株式については、株式給付信託（BBT）が所有する当社普通株式を控除対象の自己株式に含めて算
出しております。 

３．実績連結配当性向は、１株当たり年間配当金を１株当たり当期純利益金額で除した数値です。なお、
平成29年12月期の実績連結配当性向については、平成29年６月に開催した臨時株主総会の決議に基
づき平成29年５月11日現在の株主に対し実施した１株当たり30円の配当金を１株当たり年間配当金
に含めて計算しております。 

４．自己資本連結当期純利益率は、連結当期純利益（又は親会社株主に帰属する当期純利益）を自己資
本（連結純資産合計額から少数株主持分（又は非支配株主持分）を控除した額で期首と期末の平均）
で除した数値です。 

５．連結純資産配当率は、１株当たり年間配当金を１株当たり連結純資産（期首と期末の平均）で除し
た数値です。なお、平成29年12月期の連結純資産配当率については、平成29年６月に開催した臨時
株主総会の決議に基づき平成29年５月11日現在の株主に対し実施した１株当たり30円の配当金を１
株当たり年間配当金に含めて計算しております。 

６．平成28年12月期に関しては、無配のため、実績連結配当性向及び連結純資産配当率は記載しており
ません。 

７．平成29年12月期の数値は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査法人の監査はなさ
れておりません。１株当たり期末配当金については、平成30年３月開催予定の株主総会の決議をもっ
て決定される予定です。 

４．その他 

(1) 配分先の指定 

 該当事項はありません。 
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(2) 潜在株式による希薄化情報 

 該当事項はありません。 

(3) 過去３年間のエクイティ･ファイナンスの状況等 

 ① エクイティ・ファイナンスの状況 

該当事項はありません。 
 

② 過去３決算期間及び直前の株価の状況 

 

 平成 27年 12月期 平成 28年 12月期 平成 29年 12月期 平成 30年 12月期 
始  値 148 円 141円 1,691円 4,940円 
高  値 184円 144円 

(1,761 円) 
4,975円 5,480円 

安  値 126 円 98円 
(903円) 

1,684円 4,350円 

終  値 142円 1,674円 4,815円 4,695円 
 株価収益率 221.9倍 19.4倍 20.5倍 ― 

 （注）１．平成28年３月30日開催の第107回定時株主総会の決議に基づき、平成28年７月１日を効力発生日

として当社普通株式10株を１株とする株式併合を実施しております。平成28年12月期の株価につ

いては、株式併合前の高値・安値を記載し、株式併合後の高値・安値は(  )にて記載しておりま

す。 

２．平成30年12月期の株価については平成30年３月５日現在で記載しております。 

３．株価収益率は、決算期末の株価（終値）を当該決算期の１株当たり当期純利益で除した数値です。

また、平成30年12月期については未確定のため記載しておりません。 

 

(4) ロックアップについて 

 

当社は、引受人との間で、処分価格等決定日に始まり、本海外募集に係る払込期日から起算

して 180 日目の日に終了する期間中、引受人の事前の書面による同意なしに、当社普通株式の

発行、当社普通株式に転換若しくは交換できる有価証券の発行又は当社普通株式を受け取る権

利を表章する有価証券の発行等及びこれに類する一定の行為（但し、本海外募集、単元未満株

主の株式売渡請求権の行使による自己株式の交付、株式給付信託（BBT）に基づく当社普通株式

の交付又は株式分割等を除きます。）を行わない旨合意しております。 

以 上 
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